
（様式第２号） 
 

年  月  日  
 

宮津市長 様 
 

事業計画書 
 

１ 申請者名称・概要等 

団体名  

団体代表者名（※１） 
役  職 

代表者名 

事務所所在地  

連絡先・担当者名 

役  職 

担当者名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

メ ー ル 

定款・規約 別紙として添付すること。 

役員名簿 別紙として添付すること。 

団体の設立時期         年   月   日 設立 

団体の設立目的  

団体の主な活動実績  

会計報告書等（※２） 直近２期分を別紙添付すること 

 

  ※１ 個人による申請の場合は、「団体名」の欄は空欄とし、「団体代表者名」の欄に申請者名

を記入してください。 

  ※２ 会計報告書等とは、団体の場合は決算報告書、個人の場合は確定申告書・源泉徴収票等

過去の収支等が分かる書類のことを指します。 

  （注）計画書の各記入欄が足りない場合は，記入欄を拡大するなど調整して記入してください。 

 

 

 

 

 



 ２ 補助対象建築物の概要（「サブリース方式部門」の申請においては記載不要） 

所在地 宮津市 

構造 
□木造  □鉄筋コンクリート造  □鉄骨造 

□その他（               ）   

階数 地上（      ）階 ／ 地下（     ）階 

建築年月          年       月 

空き家となる以前

の建築物の用途 

□戸建て住宅  □店舗併用住宅   □事務所併用住宅 

□その他（            ） 

住宅の形態 
□戸建て住宅  □併用住宅  □長屋住宅  □集合住宅（全棟） 

□その他（            ） 

延べ床面積             ㎡（うち居住部分        ㎡） 

空き家になった時

期 
            年    月頃  

 

 ３ 補助対象建築物の所有状況等（「サブリース方式部門」の申請においては記載不要） 

補助対象建築物の所有状況 □申請者が所有    □所有者等から賃貸借 

所有者等名及び住所 

※賃貸借の場合のみ 

所有者等名  

住  所  

家賃月額 

※賃貸借の場合のみ 

  月額           円 

 （    年   月分から支払開始） 

 

 ４ 事業計画 
    補助対象建築物の改修後にどのような事業をするのか記入してください。 

 

事業形態 
 
※賃貸住宅、多地域居住用

住宅 などの住宅の形

態を記載してください 

 

 

 

事業内容・モデル性 

 
※どんな整備を行い、どの

ような利用をするのか

を記載してください。 

（工夫する点等も踏まえ

て） 

 



事業コンセプト 

主な利用層  

利用形態  

その他  

 

 

事業による波及効果 

 
※今回の空き家活用モデ

ルにより、周辺の地域

や空き家所有者等にど

のような効果をもたら

すのか記載してくださ

い 

 

 

周辺のまちなみとの

調和 

 
※周辺のまちなみとの調

和に向けた工夫を記載

してください 

 

 

 

情報発信内容・手法 

 
※構築した物件を広く情

報発信するための取組

を具体的に記載してく

ださい 

 

上記以外の特記事項  

 

 ５ 施工予定業者等 

施工予定業者等 

□次の業者に改修工事を発注する予定。 

  業者名 

  所在地 

  電 話      －      － 

 

□申請者が直接施工する予定。 

 

 ６ 工事実施期間及び利用開始予定日 

工事着手予定日     年  月  日 工事完了予定日    年  月  日 

利用開始予定日     年  月  日 



７ 事業開始後の収支見通し（1カ月あたり）            （千円単位） 
   

事業当初 

軌道に乗っ

た後 

年 月頃 

左記の数字の積算根拠等 

事業収入 

家賃収入    

    

    

合 計①    

経  費 

人件費 

（注） 
   

支払家賃    

返済支払    

    

    

    

合 計②    

利 益（①－②）    

（注）個人事業主の場合、事業主の人件費は含めません。 

※ 単位は「千円単位」としてください。 
 

 

 

 

 

 



 

 

 ８ 建築関係法令等への適合に対する事前確認状況 
 

  □市の都市住宅課と協議し、事業が実施可能か否かを事前に確認している。 

   

  □その他（                              ） 

 

 

９ 安全性への配慮等 
 

  □改修後において、利用に際し安全性に支障がないよう計画している。 

   

  □（昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物の場合）改修工事において、耐震性に配慮

するよう努める。 

   


